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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第25期

前第２四半期
連結累計期間

第26期
当第２四半期
連結累計期間

第25期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

営業収益 (百万円) 628,118 639,471 1,287,679

経常利益 (百万円) 44,701 57,835 82,458

四半期(当期)純利益 (百万円) 25,764 34,764 29,489

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 24,978 25,956 27,680

純資産額 (百万円) 738,689 749,762 733,546

総資産額 (百万円) 2,630,064 2,573,264 2,642,994

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 133.05 179.53 152.29

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.9 28.3 26.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 62,655 92,502 206,228

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △106,413 △65,547 △199,153

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,066 △39,949 △36,840

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 40,463 37,395 50,389

 

回次
第25期

前第２四半期
連結会計期間

第26期
当第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 80.98 95.28

 
(注) 1.　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

2.　営業収益には、消費税等は含んでおりません。

3.　１株当たり四半期（当期）純利益金額については、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。

4.　当社は、平成23年５月18日開催の取締役会の決議に基づき、平成23年７月１日付をもって、普通株式１株を100株に分

割するとともに、１単元の株式の数を100株とする単元株制度を採用いたしました。

　　これにより、平成23年７月１日に行った株式分割は、第25期の期首に行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純

利益金額を算定しております。

5.　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重

要な変更は以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

(4) 整備新幹線計画について

①　整備新幹線の建設計画

整備新幹線とは、昭和45年に制定された全国新幹線鉄道整備法に基づき整備計画が決定された、北陸新幹線

(東京都・大阪市)、北海道新幹線(青森市・札幌市)、東北新幹線(盛岡市・青森市)、九州新幹線(鹿児島ルート

［福岡市・鹿児島市］)及び九州新幹線(長崎ルート［福岡市・長崎市］)の５路線を指し、このうち当社は北

陸新幹線(上越市・大阪市)の営業主体となっております。

この５路線については、国鉄の経営悪化等のため建設が見合わされていましたが、以下のとおり、ＪＲ発足

後財源問題等の解決等整備スキームの構築が図られ、順次着工されてまいりました。これまでに北陸新幹線

(高崎・長野間)、東北新幹線(盛岡・新青森間)及び九州新幹線(博多・鹿児島中央間)が開業し、現在、北陸新

幹線(長野・敦賀間)、北海道新幹線(新青森・札幌間)及び九州新幹線(長崎ルート［武雄温泉・長崎間］)の

３路線において、建設主体である独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構により工事が進められてお

ります。

［整備スキームの構築］

・　昭和63年８月(政府・与党申合せ) ３線５区間の着工優先順位及び整備規格等を決定

・　平成２年12月(政府・与党申合せ) 並行在来線はＪＲから経営分離すること等を決定

・　平成８年12月(政府与党合意)　　 ＪＲ負担は受益の範囲内の貸付料等とすること等を決定

・　平成12年12月(政府・与党申合せ) 新たな着工区間、整備規格・整備期間の見直し等を決定

・　平成16年12月(政府・与党申合せ) 新たな着工区間、整備規格・整備期間の見直し等を決定

・　平成23年12月(政府・与党確認事項) 今後の整備新幹線の取扱いについて確認

＜平成23年12月政府・与党確認事項における北陸新幹線に関わる内容＞

　 　新たな区間については、収支採算性と投資効果を改めて確認した上で、以下の条件が整い、かつ、課題

(注参照)について対応が示されていることを確認した区間から、所要の認可等の手続きを経て着工。

区間 認可・着工に先立ち満たすべき条件 想定完成・開業時期

白山総合車両

基地・敦賀間

・ＪＲ西日本の同意

・並行在来線の経営分離に関する沿線

　地方自治体の同意

長野・白山総合車両基地間の開業

(平成26年度末)から概ね10年強後

(注)敦賀以西の整備のあり方については、以下のとおり整理。

・財源の限界等から新たな３区間の事業完了まで、整備は難しいが、敦賀開業で、幹線交通の多重化

等の機能を果たし得ることから、北陸経由の関東・関西を結ぶネットワークが概成。

・敦賀乗換による旅客利便性の低下を回避することが求められるが、その対応について、ＪＲ西日本

や関係地方自治体の意向を確認。
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［北陸新幹線のうち当社管内の着工］

・　平成４年８月　石動・金沢間(24㎞)　新幹線鉄道規格新線(スーパー特急方式)着工

・　平成13年４月　上越・富山間(110㎞)　フル規格着工

(うち糸魚川・新黒部間は平成５年９月に新幹線鉄道規格新線〔スーパー特急方式〕

として着工され、この時点でフル規格化された。)

・　平成17年４月　富山・金沢間(59㎞)　フル規格着工

(うち石動・金沢間は平成４年８月に新幹線鉄道規格新線〔スーパー特急方式〕とし

て着工され、この時点でフル規格化された。)

福井駅部　着工

・　平成18年４月　白山総合車両基地　着工

・　平成24年６月　白山総合車両基地・敦賀間（114km）　着工
＜後略＞

 

 (13) 福知山線列車事故について

当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において、106名のお客様の尊い命を奪い、500名を超える

お客様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。この事故に関する業務上過失致死傷罪に

ついての元代表取締役社長 山崎 正夫の刑事責任について、神戸地方裁判所は平成24年１月11日に無罪判決

を言い渡し、同月に同判決が確定しております。

また、神戸第一検察審査会の議決に基づき、平成22年４月23日に指定弁護士が井手 正敬、南谷 昌二郎、垣内 

剛の３名の元代表取締役社長を起訴し、平成24年７月６日から神戸地方裁判所において審理が行われている

ところであります。

被害に遭われた方々への対応につきましては、今後も引き続きご意見やご要望を真摯に受け止め、誠心誠意

と受け止めていただけるような対応を全社を挙げて行ってまいります。

なお、今後も事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、これらの費用については、現時点では金額等を

合理的に見積もることは困難であります。

 

 (注) 変更箇所を＿線で示しております。

 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たな経営上の重要な契約の締結、重要な変更及び解約はありません。

 

 

EDINET提出書類

西日本旅客鉄道株式会社(E04148)

四半期報告書

 5/30



３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

(1) 業績の状況

　当社は、平成17年４月25日、福知山線塚口・尼崎間において、106名のお客様の尊い命を奪い、500名を超えるお客

様を負傷させるという、極めて重大な事故を惹き起こしました。当社としては、これまでの間、「被害に遭われた

方々に誠心誠意と受け止めていただけるような取り組み」、「安全性向上に向けた取り組み」、「変革の推進」を

「経営の３本柱」と定め、全力で取り組んでまいりました。また、平成19年６月に公表された航空・鉄道事故調査

委員会の福知山線列車事故に係る鉄道事故調査報告書を厳粛に受け止め、「建議」「所見」をはじめとする様々

なご指摘に対して真摯に、かつ速やかに対処すべく、改善に取り組んでまいりました。

　平成22年10月には、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画2008-2012見直し」を策定・公表し、より長期的な持続可

能性に経営の力点を置きつつ、改めて中長期的な経営の方向性の明確化と具体化を図ることとし、その取り組みを

推進してまいりました。

　当第２四半期連結累計期間については、「福知山線列車事故追悼慰霊式」を開催するとともに、引き続き被害に

遭われた方々への対応を精一杯行ってまいりました。また、この事故を踏まえて設立した公益財団法人「ＪＲ西日

本あんしん社会財団」を通じて、「安全で安心できる社会づくり」に寄与する取り組みを実施してまいりました。

　さらに、平成18年３月に制定した「企業理念」及び「安全憲章」のもと、「安全を最優先する企業風土」を構築

し、さらなる安全性向上、お客様からの信頼回復を図るべく「安全基本計画」の到達目標である「お客様の死傷事

故ゼロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」に向けて、リスクアセスメントに基づく安全マネジメントの確

立等に取り組んでまいりました。

　また、お客様の声等に基づく改善とＣＳマインド向上を図るとともに、サービスの改善と仕事の品質向上に取り

組んだほか、一人ひとりの成長を促す人材育成や、規律とルールを守る職場マネジメントの確立に向けた取り組み

を進めてまいりました。

　一方で、お客様の信頼を大きく損ねる不正行為の発生を厳粛に受け止め、駅等におけるチェック体制や管理体制

を強化するとともに、社員に対する教育・指導を徹底するなど、再発防止に取り組んでまいりました。

　変革の推進については、「安全性向上」と両輪をなすものとの認識のもと、これまでの「変革」と「再生」の取

り組みを踏まえ、すべての職場の一人ひとりの社員が主役となった「現場起点の考動」の定着に向けた取り組み

を推進してまいりました。

　ＣＳＲ（企業の社会的責任）の推進については、「企業理念」の実現に向けた社員の考動事例の発信・共有を

図ってまいりました。また、コンプライアンス、コーポレート・ガバナンスの推進については、経営基盤・企業倫理

の確立や経営の監視・監督機能のさらなる充実等に向けた取り組みを一層強化してまいりました。

　さらに、新たな危機管理体制の構築に向け、昨年３月に発生した東日本大震災を踏まえ、事業継続計画（ＢＣＰ）

の充実を図るほか、甚大な地震及び津波に対する安全対策等について、ソフト・ハード両面から取り組みを進めて

いるところです。とりわけ、電力需給の問題などエネルギークライシスへの対応は、我が国全体の課題であると認

識し、引き続きお客様の安全性や利便性を勘案しつつご理解とご協力をお願いしながら、駅、列車内やオフィス等

において、節電の取り組みをできる限り実施してまいりました。あわせて、電力エネルギーの削減を目指し、電力貯

蔵装置の技術開発等も進めてまいります。

　当社の経営を取り巻く環境は、先行き不透明な経済情勢や少子高齢化の進展、対抗輸送機関との競合等、厳しい状

況にあります。このような状況の中、当社としては、中長期的な企業価値向上を目指し、基幹事業である鉄道事業に

おいて安全性の向上に全力で取り組むとともに、その他のグループ事業を含め、各事業の特性を活かした様々な施

策の展開及び保有資産の有効活用等、線区価値の向上や西日本エリアにおけるプラスサム実現に向けた「地域と

の共生」を推進するほか、旅行需要を喚起するための各種の営業施策を展開してまいりました。
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　さらに、２大プロジェクトである「九州新幹線相互直通運転」及び「大阪ステーションシティ」の効果の最大化

等の重点戦略をグループを挙げて推進し、収益の確保と経営体質の強化に取り組んでまいりました。

　この結果、平成24年４月１日から平成24年９月30日までの連結ベースの営業収益は前年同期比1.8％増の6,394億

円、営業利益は同18.8％増の717億円、経常利益は同29.4％増の578億円となりました。なお、指導層の社員を対象と

した新たな再雇用制度の設定に伴う退職給付債務の減少により特別利益を計上しました。また、「大阪ステーショ

ンシティ」における百貨店「ＪＲ大阪三越伊勢丹」にかかる減損処理に伴い特別損失を計上したこと等から、法

人税等を控除した四半期純利益は同34.9％増の347億円となりました。

　セグメント別の業績は、次のとおりであります。

　①　運輸業

　鉄道事業においては、鉄道事故調査報告書の「建議」「所見」をはじめとする様々なご指摘に対して、引き続き

改善に取り組んでまいりました。さらに、平成20年４月に策定した「安全基本計画」のもと「お客様の死傷事故ゼ

ロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」へ向け、リスクアセスメントの取り組みを進め、安全性の向上を

図っています。具体的には、リスク情報の共有や効果的対策、リスクアセスメントの推奨的取り組みの水平展開な

どにより、この取り組みの充実を図っています。また、引き続き役員等と現場社員が直接意見交換する場である

「安全ミーティング」の開催等の取り組みを進めてまいりました。設備面では、ＡＴＳ整備や踏切設備の保安度向

上、非常ボタン整備等のホームの安全対策に取り組むとともに、地震対策として、高架橋柱の耐震補強工事や山陽

新幹線における逸脱防止ガードの整備等に引き続き取り組みました。さらに、東日本大震災の教訓を生かして「津

波避難誘導心得」を制定するなど、地震・津波情報の伝達や避難を円滑に進めるための環境整備などを進めてま

いりました。このほか、事故の重大性を将来にわたって重く受け止め、事故の教訓を体系的に学ぶために設置した

「鉄道安全考動館」における社員教育に努めてまいりました。また、事故発生時のお客様救護と対応能力向上を図

るため、各種訓練を実施しました。

　輸送面については、３月に実施したダイヤ改正での山陽・九州新幹線直通列車「みずほ」「さくら」の増発や

「大阪ステーションシティ」の効果等により、山陽新幹線やアーバンネットワークのご利用が好調でした。また、

ゴールデンウイーク期間やお盆期間、週末を中心に、新幹線では「さくら」や東京・博多間を直通運転する「のぞ

み」を、在来線では「サンダーバード」等を増発し、利便性の向上に努めました。一方、今夏は局所的な集中豪雨に

よる鉄道被害が多数発生し、アーバンネットワーク等において多くの列車の運休や遅延を余儀なくされました。

　営業面については、増発を実施した山陽・九州新幹線相互直通運転並びに各種メディアを活用したＰＲの展開

や、大学生が鹿児島県の観光地での交流を通じて旅行の魅力をソーシャルメディアで発信する「鹿児島カレッ

ジ」の実施等により、西日本と九州の相互交流のさらなる拡大を進めるとともに、インターネット列車予約サービ

ス「ｅ５４８９」の利便性及び価格優位性について引き続き積極的な情報発信を行い、ご利用促進に努めました。

また、「宮島・呉キャンペーン」、「萩・長門・美祢キャンペーン」、「山陰デスティネーションキャンペーンプ

レキャンペーン」等、各種キャンペーンの展開により旅行需要の喚起に取り組んだほか、「ＪＲ－ＷＥＳＴ　ＲＡ

ＩＬ　ＰＡＳＳ」のエリア拡大や「ＪＲ　Ｓａｎｙｏ－Ｓｈｉｋｏｋｕ－Ｋｙｕｓｈｕ　ＲＡＩＬ　ＰＡＳＳ」の新

規設定、台湾発「名探偵コナン岡山・倉敷ミステリーツアー」の実施等により訪日外国人旅行者を対象としたご

利用促進を図りました。

　お客様に対するサービス面については、ＣＳの向上に向けた取り組みとして、パソコンや携帯電話で確認できる

ホームページでの遅延証明書の発行を開始するなど、お客様の視点に立ったサービスの一層の充実を図りました。

　また、昨年５月にグランドオープンした「大阪ステーションシティ」については、開業１周年イベントを展開し

たこと等により、引き続き多くのお客様にご利用いただいております。

　さらに、技術継承、実務能力・技能向上や鉄道オペレーションのシステムチェンジの推進、地球環境保護の取り組

みなど「技術による変革」を進めてまいりました。
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　バス事業については、利用動向に応じた柔軟な価格設定の実施により、お客様の利便性向上に努めました。

　船舶事業（宮島航路）については、旅行会社への営業活動等、収入の確保に取り組みました。

　なお、車両技術に関して、「車両トータル技術の向上」等を図ることを目指して、近畿車輛㈱の株式の一部を取得

するとともに同社と業務提携契約を締結しました。また、国際的な交流を通じてさらなる鉄道事業の発展を図るた

め、スペイン国鉄及びスペイン鉄道インフラ管理機構との間で連携協定を締結しました。

　この結果、運輸業の営業収益は前年同期比2.5％増の4,249億円、営業利益は同11.0％増の550億円となりました。

　②　流通業

　「大阪ステーションシティ・ノースゲートビルディング」における百貨店「ＪＲ大阪三越伊勢丹」では、独自性

の高い商品やサービスの提供に努めるとともに、厳しい商環境等を踏まえ、地域のお客様からご支持を得られるよ

うな店づくりに取り組んでまいりました。このほか、大阪駅中央改札口のセントラルコートに複合型コンビニエン

スストア「アントレマルシェ」を、同駅桜橋改札口構内に「入れ替わりスイーツショップ エキマルスイーツ」を

開業するとともに、鳥取駅で物販ゾーンを開発するなど、駅の魅力向上に向けた取り組みを推進しました。

　この結果、流通業の営業収益は前年同期比0.2％増の1,152億円、営業損失は6億円となりました。

　③　不動産業

　住道駅高架下の商業施設「ＡＬＢｉ住道」や長浜駅ビルを開業するとともに、既存のショッピングセンターにお

いて各種リニューアルを展開したほか、二条駅、高槻駅付近の所有地に、それぞれ教育施設、商業施設を開業するな

ど、駅及び周辺の開発を推進しました。また、「大阪ステーションシティ・ノースゲートビルディング」における

専門店ゾーン「ルクア」が好調に推移しているほか、オフィスの賃貸事業等に取り組みました。さらに、大阪駅周

辺地区全体の活性化を図るため、エリアマネジメント活動を周辺事業者と連携して推進しました。このほか、社宅

跡地等におけるマンション分譲に取り組みました。

　この結果、不動産業の営業収益は前年同期並みの437億円、営業利益は前年同期比21.7％増の141億円となりまし

た。

　④　その他

　ホテル業については、ホテルグランヴィア大阪が「大阪ステーションシティ・サウスゲートビルディング」の最

上階に高品質な「グランヴィアフロア」を開業したほか、各種イベントの実施等による販売拡大に取り組みまし

た。旅行業については、「赤い風船ＪＲじゃらんパック」等のインターネット販売の充実等を図るとともに、鉄道

利用商品の販売拡大に取り組みました。「Ｊ－ＷＥＳＴカード」については、「ＯＳＡＫＡ　ＳＴＡＴＩＯＮ　ＣＩ

ＴＹ　Ｊ－ＷＥＳＴカード」の会員数の拡大に努めるとともに、「ＩＣＯＣＡ電子マネー」については、市中にお

いてご利用いただける機会の拡充に取り組みました。このほか、大阪駅で好評をいただいているパウダールーム

「アンジェルブ」を初めて京都駅にも展開し、さらなる利用機会の拡大を図りました。

　この結果、その他の営業収益は前年同期比1.4％増の554億円、営業利益は同569.6％増の24億円となりました。
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運輸業のうち、当社の鉄道事業の営業成績は以下のとおりであります。

ア．輸送実績
 

区分 単位
第26期第２四半期累計期間
自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

 

前年同期比

営業日数 日 183 ―
 

 新幹線 キロ 644.0 644.0

キロ程 在来線 キロ
(28.0)

4,368.7
(28.0)

4,368.7

 計 キロ
(28.0)

5,012.7
(28.0)

5,012.7

 定期 千人 588,476 100.4
％

輸送人員 定期外 千人 336,203 102.8

 計 千人 924,679 101.2

輸
送
人
キ
ロ

 定期 千人キロ 376,693 　102.3

新幹線 定期外 千人キロ 8,219,127 102.8

 計 千人キロ 8,595,821 102.8

在
来
線

近
畿
圏

定期 千人キロ 9,486,006 　100.1

定期外 千人キロ 5,013,257 104.4

計 千人キロ 14,499,263 101.5

そ
の
他

定期 千人キロ 2,277,897 　100.0

定期外 千人キロ 2,368,099 103.9

計 千人キロ 4,645,996 　102.0

計

定期 千人キロ 11,763,903 　100.1

定期外 千人キロ 7,381,356 104.2

計 千人キロ 19,145,260 101.6

 定期 千人キロ 12,140,597 　100.1

合計 定期外 千人キロ 15,600,484 103.5

 計 千人キロ 27,741,082 102.0

 
(注) 1.　キロ程欄の上段括弧書は、外数で第三種鉄道事業のキロ程であり、それ以外は第一種鉄道事業及び第二種鉄道事業の

キロ程であります。また、前年同期比は、前年第２四半期末の数値を記載しております。

2.　輸送人キロ欄の近畿圏は、近畿統括本部の地域について記載しております。
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イ．収入実績

 

区分 単位
第26期第２四半期累計期間
自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

 

前年同期比

旅
客
運
輸
収
入

旅
客
収
入

新幹線

定期 百万円 4,600 101.3
％

定期外 百万円 174,212 102.6 

計 百万円 178,813 102.6 

在
来
線

近
畿
圏

定期 百万円 57,560 99.9 

定期外 百万円 88,332 102.8 

計 百万円 145,893 101.7 

そ
の
他

定期 百万円 13,836 100.0 

定期外 百万円 46,464 102.1 

計 百万円 60,301 101.6 

計

定期 百万円 71,397 99.9 

定期外 百万円 134,797 102.6 

計 百万円 206,194 101.7 

合計

定期 百万円 75,997 100.0 

定期外 百万円 309,010 102.6 

計 百万円 385,008 102.1 

荷物収入 百万円 4 92.0 

合計 百万円 385,013 102.1 

鉄道線路使用料収入 百万円 2,246 106.1 

運輸雑収 百万円 37,719 107.0 

収入合計 百万円 424,978 102.5 

 
(注)　旅客収入欄の近畿圏は、近畿統括本部の地域について記載しております。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ129億円減少し、373億円

となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　当第２四半期連結累計期間において、税金等調整前四半期純利益が増加したことなどから、営業活動において得

た資金は前年同期に比べ298億円多い925億円となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　当第２四半期連結累計期間において、固定資産の取得による支出が減少したことなどから、投資活動において支

出した資金は前年同期に比べ408億円少ない655億円となりました。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　当第２四半期連結累計期間において、社債の償還による支出があったことなどから、財務活動において支出した

資金は399億円（前年同期は40億円の収入）となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　昨年３月に発生した東日本大震災は、被災地はもとより、我が国全体に重大な影響をもたらしており、当社として

は、リスク管理のあり方を再確認し、甚大な地震及び津波に対する安全対策等について、幅広い見地から着実に進

めるとともに、電力需給の問題についても、当社としてできる限りの節電に取り組んでまいります。

　当社グループは、平成22年10月に、「ＪＲ西日本グループ中期経営計画2008-2012見直し」を策定・公表いたしま

した。その中では、事業活動を通じて西日本地域の活性化に貢献することを当社グループのミッションとして定め

るとともに、従来からの「経営の３本柱」を不変とした上で、「地域との共生」、「技術による変革」、「現場起点

の考動」の新たな３つの戦略を掲げることにより、経営の方向性の具体化を図りました。また、長期的視点からス

テークホルダーとの調和を図ることにより価値の好循環を生み出し、全体としての価値拡大を図ることで、その成

果を株主をはじめとするステークホルダーの皆様と共有することを目指してまいります。

　「経営の３本柱」の一つである福知山線列車事故で被害に遭われた方々への対応につきましては、引き続きご被

害者の皆様のご意見等に真摯に向き合うよう努めてまいります。

　安全性向上に向けた取り組みについては、「お客様の死傷事故ゼロ、社員の重大労災ゼロへ向けた体制の構築」

を到達目標とする「安全基本計画」の完遂に向けた取り組みを推進するとともに、「鉄道安全管理規程」に基づ

き、安全管理体制の一層の充実を図ってまいります。

　具体的には、「安全基本計画」の到達目標達成に向け、その到達レベルを確認・共有化するとともに、優先すべき

リスクや残留リスクの明確化を図るなど、リスクアセスメントの取り組みを充実させ、新たな事故防止対策を推進

してまいります。また、福知山線列車事故を決して忘れないための取り組みや、「鉄道安全考動館」における研修

の実施等、事故から学ぶ教育の効果向上を引き続き図ってまいります。さらに、ＡＴＳの整備や踏切事故防止対策、

ホーム安全対策等に取り組むほか、線路防護柵や列車折り返し設備の整備など、有効な対策の水平展開による輸送

障害の低減に向けた対策を推進し、より質の高い安全・安定輸送を確保してまいります。加えて、地震・津波対策

として耐震補強工事や避難を円滑に進めるための環境整備の充実等に取り組むとともに、特に今夏は局所的な集

中豪雨による鉄道被害が多数発生したことから、運転規制の見直しを進めたほか、今後さらなる対策の検討にも取

り組んでまいります。

　また、お客様のご期待に応えていくために、お客様の声等に基づく改善とＣＳマインド向上を図るとともに、本社

と支社・現場が一体となってサービスの改善と仕事の品質向上に取り組んでまいります。
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　さらに、一人ひとりの成長を促す人材育成を推進するとともに、規律とルールを守る職場マネジメントの確立に

努めてまいります。とりわけ、お客様の信頼を大きく損ねる不正行為の発生を厳粛に受け止め、駅等における

チェック体制や管理体制を強化するとともに、社員に対する教育・指導を徹底するなど、再発防止に取り組んでま

いります。

　これらの安全性やＣＳの向上等に向けては、企業風土の変革を推進していくことが必要であり、引き続き、すべて

の職場の一人ひとりの社員が主役となった、「現場起点の考動」の定着に取り組んでまいります。

　鉄道事業については、九州新幹線直通効果の最大化を図るため、利便性の高いダイヤの設定やインターネット列

車予約サービス「ｅ５４８９」の利用拡大など、質の高いサービスの提供を通じた新幹線の競争力強化に努める

とともに、地域との協働による双方向の地域間交流促進、訪日外国人旅行者を含めた観光需要の創出や情報インフ

ラ整備等を推進してまいります。また、実務能力・技能向上や鉄道オペレーションのシステムチェンジの推進、地

球環境保護の取り組みなど「技術による変革」に取り組んでまいります。

　流通業、不動産業等については、「大阪ステーションシティ」の確実なパフォーマンスの発揮や関連プロジェク

トの着実な推進を図るほか、大阪駅周辺地区のエリアマネジメントを深度化してまいります。また、「Ｊ－ＷＥＳ

Ｔカード」会員の拡大や「ＩＣＯＣＡ電子マネー」をご利用いただける店舗の拡大など、鉄道でのご利用とあわ

せた利便性の向上を図ってまいります。

　さらに、鉄道部門と関連事業部門が一体となって、行政・地元と連携しながら、資産効率最大化、駅及び周辺ポテ

ンシャル向上並びに駅間の活性化の観点に基づき、線区価値の向上を推進するとともに、西日本エリアにおけるプ

ラスサム実現に向けた取り組みにより、「地域との共生」を進めてまいります。

　ＣＳＲ（企業の社会的責任）の推進については、「企業理念」の実現に向けた社員の考動事例の発信・共有を

図ってまいります。コンプライアンス、コーポレート・ガバナンスの推進については、「企業倫理委員会」からの

提言を踏まえた経営基盤・企業倫理の確立や、経営の監視・監督機能のさらなる充実等に向けた取り組みを一層

強化してまいります。また、新たな危機管理体制の構築に向け、電力需給の問題などエネルギークライシスへの対

応に努めるとともに、昨年３月に発生した東日本大震災等を踏まえた事業継続計画（ＢＣＰ）の充実を図るほか、

ソフト・ハード両面からの防災対策に取り組んでまいります。そのほか、「ＪＲ西日本あんしん社会財団」では、

事故・災害等による心身のケアや地域社会の安全構築に関する活動・研究への支援助成及び普及啓発などの活動

を通じて、社会のお役に立つ取り組みを行ってまいります。

　当社を取り巻く経営環境は、先行き不透明な経済情勢や少子高齢化の進展、対抗輸送機関との競合等、厳しい状況

が続くものと見込まれます。このような状況に対して、当社としては、より長期的な持続可能性に経営の力点を置

くとともに、２大プロジェクトである「九州新幹線相互直通運転」及び「大阪ステーションシティ」の効果の最

大化等に、グループを挙げて全力で取り組んでまいります。

 

(4) 研究開発活動

　　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は21億円であります。

　　なお、当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の状況に、重要な変更はありません。
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(5) 主要な設備

　①　新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第２四半期連結累計期間に著しい変動はありません。

　　　なお、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等のうち、当第２四半期連結累計期間に

おいて完成したものは、次のとおりであります。

 

工事件名 セグメントの名称 総工事費 完成年月

  百万円  

車両新造工事 運輸業
4,157 平成24年６月

2,794 平成24年９月

 

②　前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、当第２四半期連結累計期間に

著しい変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000
 

計 800,000,000  

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 200,000,000200,000,000

大阪証券取引所市場第一部
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部
福岡証券取引所

単元株式数は100株で
あります。

計 200,000,000200,000,000 ― ―

(注) 　当社は、平成24年10月30日開催の取締役会の決議に基づき、平成24年11月15日に自己株式1,743,400株の消却を実施いた

します。

　　　 これにより、消却後の当社の発行済株式総数は、198,256,600株となります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式

総数増減数

発行済株式

総数残高
資本金増減額 資本金残高

資本準備金

増減額

資本準備金

残高

平成24年７月１日～
平成24年９月30日

千株

―
 

千株

200,000
 

百万円

―
 

百万円

100,000
 

百万円

―
 

百万円

55,000
 

(注) 　当社は、平成24年10月30日開催の取締役会の決議に基づき、平成24年11月15日に自己株式1,743,400株の消却を実施いた

します。

　　　 これにより、消却後の当社の発行済株式総数は、198,256,600株となります。また、消却後の発行済株式総数増減数は、△

1,743,400株となります。
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(6) 【大株主の状況】

平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 11,245,2005.62

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 9,789,1004.89

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 6,450,0003.23

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 6,400,0003.20

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 6,300,0003.15

ＪＲ西日本社員持株会 大阪市北区芝田二丁目４番24号 4,708,9002.35

SSBT OD05 OMNIBUS ACCOUNT －
TREATY CLIENTS
（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

338 PITT STREET SYDNEY　NSW　
2000AUSTRALIA
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

4,126,1512.06

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 4,000,0002.00

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,670,7001.84

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 3,200,1001.60

計 ― 59,890,15129.95

 
(注) 1.　当社は、自己株式6,265,400株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.13％）を保有しておりますが、上記の表

から除外しております。

　　 2.　当社は、平成24年10月30日開催の取締役会の決議に基づき、平成24年11月15日に自己株式1,743,400株（消却前の発行済

株式総数に対する割合 0.87％）の消却を実施いたします。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 6,265,400 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 193,724,3001,937,243 ―

単元未満株式 普通株式 10,300 ― ―

発行済株式総数 200,000,000― ―

総株主の議決権 ― 1,937,243 ―

(注) 1.　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式10,100株(議決権101個)が含まれてお

ります。

　　 2.　当社は、平成24年10月30日開催の取締役会の決議に基づき、平成24年11月15日に自己株式1,743,400株の消却を実施いた

します。

　　　　 これにより、消却後の当社の発行済株式総数は、198,256,600株となります。

 

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
西日本旅客鉄道株式会社

大阪市北区芝田二丁目４
番24号

6,265,400― 6,265,4003.13

計 ― 6,265,400― 6,265,4003.13

(注) 　当社は、平成24年10月30日開催の取締役会の決議に基づき、平成24年11月15日に自己株式1,743,400株（消却前の発行済

株式総数に対する割合 0.87％）の消却を実施いたします。

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動はありません。なお、当四半

期報告書提出日までに次のとおり役員の異動を行っております。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長
(兼執行役員　福知山線列車事故
ご被害者対応本部長)

代表取締役副社長
(兼執行役員)

来　島　達　夫 平成24年11月１日

取締役
(兼専務執行役員　福知山線列車
事故対策審議室長)

取締役
(兼専務執行役員　福知山線列車
事故ご被害者対応本部長、福知
山線列車事故対策審議室長)

七　川　研　二 平成24年11月１日
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第４ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成24年７月１日～平

成24年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(平成24年４月１日～平成24年９月30日)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 50,619 37,625

受取手形及び売掛金 15,504 12,490

未収運賃 27,280 28,311

未収金 46,256 34,405

たな卸資産 ※1
 33,360

※1
 46,845

繰延税金資産 19,455 19,421

その他 49,259 49,401

貸倒引当金 △835 △837

流動資産合計 240,902 227,663

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,097,120 1,062,151

機械装置及び運搬具（純額） 328,154 311,483

土地 656,358 658,855

建設仮勘定 41,282 42,546

その他（純額） 36,608 31,715

有形固定資産合計 2,159,523 2,106,754

無形固定資産 30,053 32,433

投資その他の資産

投資有価証券 58,452 59,461

繰延税金資産 123,584 116,122

その他 31,500 31,898

貸倒引当金 △1,185 △1,211

投資その他の資産合計 212,352 206,270

固定資産合計 2,401,929 2,345,458

繰延資産 162 142

資産合計 2,642,994 2,573,264
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 46,205 36,209

短期借入金 27,562 34,227

1年内償還予定の社債 30,000 15,000

1年内返済予定の長期借入金 72,067 71,616

鉄道施設購入未払金 40,823 40,717

1年内支払予定の長期未払金 31 31

未払金 92,380 50,479

未払消費税等 7,911 8,495

未払法人税等 22,631 23,903

前受運賃 32,359 37,124

前受金 29,191 41,625

賞与引当金 34,486 34,195

ポイント引当金 1,005 1,334

その他 110,186 108,468

流動負債合計 546,842 503,428

固定負債

社債 424,972 424,972

長期借入金 251,188 246,825

鉄道施設購入長期未払金 249,620 233,369

長期未払金 159 143

繰延税金負債 244 321

退職給付引当金 316,876 296,483

環境安全対策引当金 6,394 6,262

未引換商品券等引当金 2,550 2,338

その他 110,599 109,357

固定負債合計 1,362,605 1,320,074

負債合計 1,909,447 1,823,502

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 55,000 55,000

利益剰余金 577,999 603,077

自己株式 △30,343 △30,343

株主資本合計 702,656 727,733

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 902 328

繰延ヘッジ損益 △173 △73

その他の包括利益累計額合計 728 254

少数株主持分 30,161 21,774

純資産合計 733,546 749,762

負債純資産合計 2,642,994 2,573,264
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年９月30日)

営業収益 628,118 639,471

営業費

運輸業等営業費及び売上原価 481,861 481,663

販売費及び一般管理費 ※2
 85,865

※2
 86,034

営業費合計 ※1
 567,727

※1
 567,698

営業利益 60,391 71,773

営業外収益

受取利息 47 30

受取配当金 222 248

受託工事事務費戻入 115 104

持分法による投資利益 － 407

協賛金収入 632 －

その他 1,450 1,059

営業外収益合計 2,468 1,850

営業外費用

支払利息 16,666 15,579

その他 1,491 209

営業外費用合計 18,158 15,788

経常利益 44,701 57,835

特別利益

工事負担金等受入額 5,954 4,418

退職給付引当金戻入額 － ※3
 18,418

その他 3,474 978

特別利益合計 9,428 23,815

特別損失

工事負担金等圧縮額 5,801 3,734

減損損失 － ※4
 18,841

その他 4,008 2,348

特別損失合計 9,810 24,925

税金等調整前四半期純利益 44,319 56,726

法人税、住民税及び事業税 19,113 22,543

法人税等調整額 257 7,776

法人税等合計 19,371 30,319

少数株主損益調整前四半期純利益 24,948 26,406

少数株主損失（△） △816 △8,357

四半期純利益 25,764 34,764
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 24,948 26,406

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △241 △541

繰延ヘッジ損益 283 124

持分法適用会社に対する持分相当額 △11 △32

その他の包括利益合計 29 △449

四半期包括利益 24,978 25,956

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 25,742 34,289

少数株主に係る四半期包括利益 △763 △8,332
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 44,319 56,726

減価償却費 82,227 78,953

減損損失 － 18,841

工事負担金等圧縮額 5,801 3,734

固定資産除却損 2,735 2,753

貸倒引当金の増減額（△は減少） △110 28

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,526 △20,392

賞与引当金の増減額（△は減少） △336 △290

受取利息及び受取配当金 △269 △279

支払利息 16,666 15,579

持分法による投資損益（△は益） 944 △407

工事負担金等受入額 △5,954 △4,418

売上債権の増減額（△は増加） 23,588 16,021

たな卸資産の増減額（△は増加） △16,728 △13,485

仕入債務の増減額（△は減少） △45,637 △20,108

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,646 583

その他 △11,211 △5,778

小計 92,153 128,063

利息及び配当金の受取額 268 278

利息の支払額 △16,553 △15,397

法人税等の支払額 △13,213 △20,441

営業活動によるキャッシュ・フロー 62,655 92,502

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △80 △80

定期預金の払戻による収入 80 80

固定資産の取得による支出 △123,280 △72,508

固定資産の売却による収入 1,296 532

工事負担金等受入による収入 16,270 9,407

投資有価証券の取得による支出 △143 △1,594

貸付けによる支出 △461 △339

貸付金の回収による収入 448 466

その他 △543 △1,511

投資活動によるキャッシュ・フロー △106,413 △65,547
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
  至 平成24年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △322 1,755

長期借入れによる収入 8,500 －

長期借入金の返済による支出 △4,894 △4,830

社債の発行による収入 10,000 －

社債の償還による支出 － △15,000

鉄道施設購入長期未払金の支払による支出 △16,151 △16,356

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △7,739 △9,672

少数株主への配当金の支払額 △49 △49

その他 14,722 4,204

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,066 △39,949

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △39,691 △12,994

現金及び現金同等物の期首残高 79,512 50,389

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1 －

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

641 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 40,463

※
 37,395
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【会計方針の変更等】

 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　　法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した定率法を適用する有形

固定資産（建物を除く）については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　これによる当第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。

 

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳

　　　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

商品及び製品 7,562  7,632 

仕掛品 11,529 21,154 

原材料及び貯蔵品 14,268 18,059 

計 33,360 46,845 

 

　２　保証債務

　　　　連結会社以外の会社に対する保証債務は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

被保証者
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期
連結会計期間

(平成24年９月30日)
被保証債務の内容

大阪外環状鉄道㈱ 8,933 8,333借入債務

日旅サービス㈱ 360 360JR券委託販売保証

㈱日本旅行北海道 36 36JR券委託販売保証

㈱日本旅行東北 55 55JR券委託販売保証

㈱日本旅行オーエムシートラベル 155 142航空運賃支払保証

㈱エルオルト 2 2 航空運賃支払保証

NIPPON TRAVEL AGENCY(FRANCE)
S.A.R.L.

10 9 旅行業ライセンス保証

NTA TRAVEL(SINGAPORE) PRIVATE LTD－ 6 支払保証

㈱フレックスインターナショナル
ツアーズ

0 0 支払保証

NIPPON TRAVEL AGENCY PACIFIC.INC.56 52支払保証

提携住宅ローン利用顧客 49 － 提携住宅ローン保証

計 9,660 8,999 

    

 

　３　今後、福知山線列車事故に伴う補償などの支出が見込まれますが、これらについては、現時点では金額等を

合理的に見積もることは困難であります。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１　主な引当金の繰入額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

賞与引当金繰入額 33,087 33,407 

退職給付引当金繰入額 15,318 13,419 

 

※２　販売費及び一般管理費の内訳は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

人件費 43,738 43,578 

経費 33,600 34,080 

諸税 1,918 1,759 

減価償却費 6,608 6,614 

計 85,865 86,034 

 

※３　退職給付引当金戻入額の計上

　　当社は、円滑な世代交代と技術継承を進めることを目的に、既存の再雇用制度とは別に、指導層の社員を対象

とした新たな再雇用制度を設定いたしました。これに伴い、退職制度等の選択肢が増加し、早期退職制度に対

応する退職給付債務が減少することなどから、退職給付引当金戻入額（18,418百万円）を特別利益に計上し

ております。

 

※４　固定資産の減損損失の計上

　　当社グループは、減損損失の算定に当たって、継続的な収支の把握を行っている運輸業、流通業及びその他の

事業については主として各事業毎に、不動産業、廃止に関する意思決定済みの資産及び遊休資産については主

として個別物件毎にグルーピングを行っております。

　　その結果、当初想定していた収益を見込めなくなった資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減

額して、当該減少額を特別損失の減損損失（18,841百万円）に計上しております。

（単位：百万円）

用途 場所 種類 減損損失

直営店舗(百貨店) 大阪府大阪市 建物等 18,841

減損損失の内訳は、次のとおりであります。

　建物及び構築物　　15,191百万円

　　　　その他　　　　　　 3,649百万円

なお、回収可能価額は売却見込額による正味売却価額により測定しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

（単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金勘定 40,693 37,625 

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金

△230  △230 

現金及び現金同等物 40,463 37,395 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金
百万円

7,749
 

円

4,000
 
平成23年３月31日平成23年６月24日

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの
 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年10月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金
百万円

7,749
 

円

40
 
平成23年９月30日平成23年11月30日

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日　至 平成24年９月30日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年６月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金
百万円

9,686
 

円

50
 
平成24年３月31日平成24年６月25日

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの
 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年10月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金
百万円

10,655
 

円

55
 
平成24年９月30日平成24年11月30日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 運輸業 流通業 不動産業
その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注3)

売上高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

外部顧客への売上高 414,600115,06743,77654,673628,118 ― 628,118

セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,69122,5109,66465,546106,414△106,414 ―

計 423,292137,57853,441120,220734,532△106,414628,118

セグメント利益又は損失(△) 49,581△1,93911,643 364 59,649 741 60,391

(注) 1.　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業及び建設事業等を含んで
おります。
2.　セグメント利益の調整額741百万円は、セグメント間取引消去です。
3.　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日　至 平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

 運輸業 流通業 不動産業
その他
(注1)

合計
調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注3)

売上高 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

外部顧客への売上高 424,992115,26343,75555,460639,471 ― 639,471

セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,72225,81610,07171,620116,230△116,230 ―

計 433,714141,08053,826127,080755,701△116,230639,471

セグメント利益又は損失(△) 55,028△645 14,1732,44170,997 776 71,773

(注) 1.　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ホテル業、旅行業及び建設事業等を含んで
おります。
2.　セグメント利益の調整額776百万円は、セグメント間取引消去です。
3.　セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　　「流通業」セグメントにおける直営店舗について減損損失を計上しております。なお、当該減損損失の計上

額は、当第２四半期連結累計期間において18,841百万円であります。

　　　　また、減損損失の概要の詳細につきましては、「第４［経理の状況］［注記事項］(四半期連結損益計算書

関係)」に記載しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 133円5銭 179円53銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額(百万円) 25,764 34,764

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 25,764 34,764

普通株式の期中平均株式数(千株) 193,641 193,641

(注) 1.　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

2.  当社は、平成23年５月18日開催の取締役会の決議に基づき、平成23年７月１日付をもって、普通株式１株を100株に分

割するとともに、１単元の株式の数を100株とする単元株制度を採用いたしました。

3.  前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

(重要な後発事象)

自己株式の消却

　　当社は、平成24年10月30日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を決議い

たしました。

　１．消却する株式の種類   当社普通株式

　２．消却する株式の数     1,743,400株

　　　　　　　　　　　　（消却前の発行済株式総数に対する割合 0.87％）

　３．消却予定日           平成24年11月15日

　（参考）

消却後の当社の発行済株式総数は、198,256,600株となります。

 

 

２ 【その他】

第26期(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)中間配当については、平成24年10月30日開催の取締役会

において、平成24年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議い

たしました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　 10,655,403,000 円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　   55 円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成24年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成24年11月14日

西日本旅客鉄道株式会社

　取　 締　 役　 会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　小　　西　　幹　　男　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　柴　　田　　芳　　宏　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　西　　野　　尚　　弥　　㊞

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている西日本旅客鉄
道株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７
月１日から平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）
に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、
四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連
結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、西日本旅客鉄道株式会社及び連結子会社の平成24年９月30
日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況
を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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